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視するが、後者ではこれを要しないとしていた。また、
免許状の種類は、幼稚園教員免許状、小学校教員免許
状、中学校教員免許状、高等学校教員免許状、養護教
員免許状およひ幣殊教育教員免訴状があり、従来の1
級、 2級の区別は設けないとし、それらは艶盈免許状
(終身有効)、仮免許状 6年有効)、臨日娩許状 (1
年有効)となっていた。その後、旧東京教育大学を例
外として従来の学芸大学を教員養成を目的とする教
育大学としたω。そして、 1978年の中教審答申「教員
の資質能力の向上について」において、 「教員の養成
・採用・研修の過程を通じて教員の資質能力の向上を
図ることが重要Jとし、教職課程科目の充実、教育実
習の円滑化ために大学、教育委員会などの関係機関に
よる地蜘ゲぷ豊秀・協力組織を設置することを提言し
てい士。
教員養成・免許制度に大きな転換をもたらしたの
は、 1987年の教剤哉員養成審議会(教養審)答申 f教
員の資質能力の向上方策等についてjである。 r教員
については、教育者としての使命感、人間の成長・発
達についての深い理係幼児・児童・生徒に対する教
育的愛情、教科等に関する専門自快晴、広く豊カ泳教
養、そしてこれらを基盤とした実際情導力が必要で
あるj。ここでは、従来のような学問的基礎を身に付
けた教育者の育成というよりも、養成関渚でも f実践
的指導力jを培うように力点を移すことになった。そ
こでは、教科に関する専門教育科目、教職に関する専
門教育科目等の再編が図ら旬、 「初任者側麟IJ動
悌般とともに、養成課程の教育実習を爵見し噂前
及び斬愛指導jの導入が提案されたーまた、普通免許
状の種類を、4年制大守本業程度を基礎資格とする《暖
人、大朝発修士課樹修了程度を基礎資格どし、
J ，二短期犬弥実程度を基礎資格とし
ゅ 48鴇
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はじめに
2011年1月31日、中教審・教員の能力資質向上特
別自治は「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の
総合的な向上方策につし、て(審議箇品報告)J (r報
告'J)を出した。これは2ω年8月末の「政権交イ勺
後における民主党の選挙公約「教員の資質向上のた
め、教員免許制度を抜本的に見直します。教員の養成
課程は6年制(修士)とし、養成と研修の充実を図り
ますJ(1)に対応したものといえるが、 2010年 6月3
日に行った諮問で、は養成課程6年制(修士)を前面に
出すものではなく、教員免許更新制についても f廃止j
を謡うもので、もなかったものの、政権党の考えを渉ま
せるものとなっている。そこで¥自民党政櫛寺代の教
員養成・免言午制度と対比させながら理解することも意
味があるだろう。
そこで本稿では、 「政権刻勺以前の教員養成・免
言午制度の流れを簡単に振り返り、 「報告Jの概要を紹
介し、その問題点と今後の課題をまとめることにす
る。
1 .教員養成・免許制度改訂の樹毒
戦灸の教員養成政策は、 1958年の中教審答申「教
員養成制度の改善方策について」において物愛改革期
の教員養成攻策を修正したところからはじまる。いう
までもなく戦後改革期には戦前の師範学校に対する
批判から、大学における教員養成と開放時計挽訴制度を
原則にしており、基材句に教員養成を目的とした大学
はなかった (1954年から課程認定制度導入〉が、 58
年答申で「教員養成を目的とする大学における養成j
とf一般の大学における養成lに区別し目的養成を導
入することにした教育課程は、←般教育、専門教育、
教摘敏育の有機嫌合を図り、責措では教育実習を重
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教員養成 ・免許制度の経緯と動向
た「繍及免許Jとし、すでに 1983年の教養審答申で
免詫基準の引き上げを提案しながら、他方で教員免許
を持たなし、社会人のための時開j免詐伏J制度を倉l殿
した。なお教養審は、その後、省庁時肩で廃止される
までに 1997年に第一次答申「新たな時代に向けた教
員養成の改善方策についてj向、 1998年に第二次答申
「修士課程を積極的に活用した教員養成の在り方に
ついて-現職教員の再教育の抱隼-Jや開年に第
三次答申「養成と採用 ・研修との連携の円滑化につい
て」等を出している。
1990年代後半になると「構造改革J路線が教育分
野でも動き始め、文音階、(現又音防ヰ学省)を越えたと
ころで(教育改革国民会議(5)等)政策提起が行われる
ようになった。そして 2(股年には文音B科学省の中教
審答申「今後の教員免許制度の在り方についてjでは
教員免許更締リの可能性が検討されたが、 「導入には
慎重にならざるを得ないjとしづ結論になった。しか
し、それでは収まらず、 2∞2年の遠山文科大臣、 2∞4
年の河村文科大臣、中山文科大臣等が執劫に教員免許
更新制、教員養成に関する専門職りて判完の設置等を提
案し、 2α)5年の中教審答申「新しし市寺代の義務教育
を創造するJにおいて、学音段階における教員養成の
着実な改善・充実、専門耳紛て澗涜、教員免許更新制等
の提案を盛り込んたそして周知の通り、 2∞6年の
中教審答申 「今後の教員養成免言午制度の在り方につ
いてjにおいて、 q激育課程の質的水準の向上:耕誠
実践演習(仮鮒の新設 ・~\f(多化 (2 単旬、教育実
習における大学の責任ある対応の法令上明確化等、②
「耕助て判泊 (専門勧て判却の創設、③教員免許
更新制の導入悦許期限の設定)が提案、実施された
(旬。
2.審議条五邑報告の概要
さて、 「報告Jは 「はじめに」で(1)取り組むぺき
課題、 (2)検討の視点を述べたのち、1.教員養成の在
り方、 2.教員免許制度の在り方、 3.採用と学校現場
への多様な人材の登用の在り方、 4.現臓研修の在り
方、5.教育委員会・大学等の閥系機関の連携・協働、
6.当面取り組かくき課題、おわりに、としづ構成を
取っている。これは 2(胤年答申を踏まえながらそこ
-49一
で残された課題に対して、貌設生活全体を通じて教員
の資質能力向上を図ることを支援する制度に改革す
るという観点を提示し、 「総合的・一体的な方策Jを
構築することを課題とし、とりわけ答申が「我が国の
教員養成システムを、将来的に大判完レベルまで含め
た養成へとシフトしていくことについては、今後の課
題として、検討することが必要であるJとしていたこ
とを明記している。以下の概要では、教員養成・免許
制度を中心に必要に応じて他の項目を取り上げるか
たちで紹介したし、。
(1)大学における教員養成教育の質的な充実を進め
るとともに、学士課樹修了後も、高度な実閥指導力
を身に付けるための学びを継続する教員養成制度が
必要であるo CI激員養成は、学部4年に加え、 l年か
ら2年程度の修士レベルの課程等で、の学修を要する
こと(修士レベノレ化)について、今後検討を進める。
また、現行の初任者側!多制度キ採用段階との関係を整
理する。G激員養成を修士レベノレ化することに伴い、
養成の段階や大学の系邸援体制の在り方、奨学金の活用
等による学生の経済的負担の軽減についても併せて
検討する。③学部・大判完等における教員養成に係わ
る課程認定審査や、新たな事後間面システムの構築を
検討し、教員養成の質の保証を図る。
(2)教員免許制度については、①教員養成の修士レ
ベノレ化lこついて今後検討を進めることとし、その際、
例えば、当面は、学土課手主計!彦了者に基礎的な資格(i基
礎免許状 (仮称)J )を付与し、教員として採用され
た後に、必要な課程等を終了すれぼ修士レベルの資格
( r一弥慰留令状(仮称)J )を付与することも検討す
る。②激員が耕哉生活を通じてより郎、専門性と社会
性を身に付けていくことを支援するため、教員免許状
により一定の専門性を公的に証明する「専門免許状
(仮称:)Jを付与する(例えば、学校経営、生徒指導、
進附旨導、教材旨導、特別支援教育、外国人児童生徒
に対する教育、情報教育等)ことも検討する。@激員
免許更新制については、教員が自発的かっ不断に専門
性を高めることを支援する新たな制度への移行も視
野に入れて検討を進める。その際、 10年経験者側!多
等との関係についても整理する。@激員免許状の区分
については、例えば小学校教諭免許状と中学校教諭ぬ
<注>
(1)民主党マニュフェスト、政策集別DEX2αゅ。
(2) f国立学校設置法の一部を改正する法律J (1蝋
年法律第48号)により実抱
(3)例えば、 19:幻年教養審答申で教職に関する専門教
育科目を従来の「教育原理Ir教育心理学j等の学問
的体系に代えて、 f教育の本質と目標に憶する科目j
f幼児・児童・生徒の，乙身'の発達と学習の過程に関す
る科昏j r教育に係わる社針旬、術践的又は経営的な
自校に関する科目jに再編し、「教育の方法・技術(情 一
報機器官耕オの活用を含む~ ~，こ』関する科:目J r生徒指
導(教育相談を含む〉に関する科目j等の実践鈎な科
腐が霧敵された。 :
(必教員養成に防車しては犠科又は糊践に関する科
目貯や if総合演習yの新協濃策され唱免翁構局等も
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第 37号 (2011年)
と開放市挽許制度の原則が形骸化されてきた。大学に
おける教員養成の要諦は「学問の自由」を基盤に、教
員養成において大学の自衛生を確立することである。
第二に、 「資質能力向上策jでは、学校現場で生じ
る問題仕すべて耕市の責任問題にすり替えられ、国の
条件整備に対する責任が看過される倣Eみになって
いることである。秘市の多忙化がいわれて久しく、少
人数学級もなかなか遜まず、劣悪な鍛務・労働条件に
加え、近年では全国学カテスト・学紛撃択制・学校統
廃合等とともに、学校音羽面や人事考課制度等で新たな
競争と管理訪ミ強化されて、老路市と子どもあるいは親等
との関係性も寸分に築けない状態にあり、税市が成長
するための条件がますます劣化している。今や「資質
能力向上策jはこれらの政策的責任をも貌市の自己責
任に転稼しかねない掬兄である。
第三に、周知のように、学校現湯では貌市の「思語、・
良心の自由J、 f学問の自由j、 「表現の自由」等と
いった人権の原理が通用しなし事態が多発している。
「資質能力向上策jではこれらの問題を抑制ないしは
解消するよりも、むしろそれを放置しあるいは高進さ
せる役割を果たすことになっている。
中教審のメンバーも多少入れ替えがあったようで
あり、 「本節句な議論」を求める発言もあるので、総
合的な教員政策あるいは耕市教育政策が期待される。
教育学論集
許状を合わせ「義務教育免許状」とすることや、中学
校教諭免許状を合わせ「中等教育免許状Jとすること
など、複数の学校種をまとめた免許状を倉般すること
の是非について、今後検討する。
(3)教員養成・免許制度の改革と関係した採用、研
修制度については、 q澱々な段階で¥担会人等がその
専門性を生かしつつ教職を志せるような倣且みとし
て、学士の教捕鯨程を修了していなし、者を対象とした
修士レベルの課程等を設け、修了者には修士レベルの
資格耳鳴を可能とすることにつして検討する。②初任
者研修lこついては、養成期間と初任者の時期について
複針句に考え、発展的に解消することも含め今後検討
する。また、任命権者と大学が連携した研修の在り方
や、研修の受講成果を「専開設免許状(仮称)Jの取
得単位の一部とすること等について検討する必要が
ある。
3.今後の課題
以上のように見ると、 「報告Jはそれ以前の教員政
策のほぼ延長線上にあるとしりてよい。ただ、教員養
成の「修士レベノレイ白1へ一挙にではないが段階的移行
に踏み切ろうとし、それに伴う免許制度の改訂を提起
している。だが、そこには審議委員の聞での意見の隔
たりもあり、制度設計まで提案したわけではなし、こ
こでは、 「報告」の個々 の問題めをあれこれするので、
はなく、そしてたとえ将来的に教員養成の「修士レベ
ノレ化jに進むとしても、教員政策にかかわるより基本
的な問題について指摘しておきたし、
第一に、戦後の教員政策が「資質能力向上策Jにな
ってきたことの問題である。教員養成・免許・採用・
研修を寸車のプロセスとして教師教育の概念で捉え
られてきたが、特に78年答申以降はこれを専ら「資
質能力向上策J Cもとより教師のカ量形成は重要だ
が)に落とし込んで総合的な教師教育政策としての役
割を放置してきたしかも、 f資質能力」とは時々の
国痴句・政策的要請を老婦市のf帯弛l論あるいはf専
門職j論iこよって合理化し税事を統制するiロジックに
なってきた。いわ同公定の[資質能力j論を根拠こ免
許基準が改定され次学の教員養成課程・教職課程を菌
家管理化仰するこ剖;こよって犬学における教員養成
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教員養成 ・免許制度の経緯と動向
再編することとした。
(5)教育改革国民会議は(ノト沸ド森)内閣総理大臣の
私的諮問機関であるが、重大な政策提言を行った。
「教育を変える 17の提案Jでは、教育基本法改正や
教育振興基本計画策定とともに、教員の雇用形態の多
様化、教員免許更締リの検討、専門家の養成を行うプ
ロフェッショナル・スクールの劉蒲等が提起されてい
た。
(6)耕哉大判完は2ω8年4月に発足(現在、国立20、
私立6、入学定員制O名)、教員免許更津庁講習も2∞9
年度から実施され (2011年3月末に最初の終了確認、
期限)、耕綜践演習も導入 (2010年度入学生から4
年次に知必されることになってしも。
ゆ例えば、将来的に「修士レベル」化としづ場合の
スパンはどれくらい (10年?)か、現在の短期大学
での免許の扱いをどうするか、 一月初て学特に私立大学
等の養成課程は切り捨てることにならないか、専門職
大判完をどう評価し、開放制をどう進めるか、事後評
価システム等で本当に「資質台gjJJが向上するか、そ
れらの条件整備をどうするか、財源弘司題はどうか、ま
た、なぜ「専門免許状(仮利 jがさらに必要か、 「マ
ネジメント型J管瑚哉が欲しし究、けではなし、のか、そ
れで学校が良くなるか、 [義務教育免許状Jや 「中等
教育免許状jが真に合理的か等、問題が山積しており、
その前提として学校現場と大学に対し政策的に解決
すべき問題があるだろう。
(8)報告では、 「教職協果程の質の保証Jがしわれ、課
程認定審査や設置認可の厳格化に止まらず、質保証を
担保する新たな事後矧面システムの構築が進められ
ようとしている。これに関車して、山崎準二「教員養
成課程の『質保到の現伏と課題j 倹，許法研究会隊
員の実践的指導力を担保する教員免許制度の法的枠
組みに関する研究』、科研報告書(代表 :蔵原清人)、
2011年3月)が掘り下げている。
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